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研究成果の概要（和文）：　本研究は、地方、農村の地域と計画の持続性に関する研究である。この研究では、
過疎集落、歴史的集落、被災地を対象に、居住、地域の持続性という分析のフィルターを通じて、「地域」を集
落や都市の集住体、「計画」を地域計画・政策、地域づくりと捉え、研究を進めた。被災後10年以上が経ち復興
後の次の段階（ポスト震災復興）に入っている被災地において、復興期における空地活用や復興公営住宅、新規
分譲地などの活動や政策が、ポスト震災復興期において集落環境・農業の維持や後継者や担い手の確保などに繋
がり、次の地域づくりを準備していることを指摘した。

研究成果の概要（英文）：This is a study on the sustainability of region and planning in rural and 
regional area. In this study, depopulated villages, historical settlements and affected areas are 
targeted. Through a filter of analysis of sustainability of dwelling and region, this research is 
promoted considering "region" as a grouping of cities and villages, "planning" as regional planning,
 policy, and community development. The disaster area has been more than 10 years after the 
disaster, and is in the next stage of post-disaster reconstruction (post-disaster reconstruction). 
The following was pointed out. Activities and policies such as open space utilization and 
reconstruction public housing and new subdivision sites in the reconstruction period will lead to 
maintenance of the village environment and agriculture and securing of successors and bearers in the
 post earthquake disaster reconstruction period, and they are preparing the next community 
improvement.

研究分野：農村計画

キーワード： 持続性　地域づくり　過疎地域　震災復興　建築デザイン
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の意義は次の点である。計画・地域づくりの持続性について、(1)震災を契機とした震災前、震災後
（復興期）という時間軸に加えて、復興後のポスト復興期を視野に入れた視点。(2)上記時間軸の中では、5年10
年という一世代の時間ではなく世代を超えた通世代の時間で考える視点。(3)計画や地域づくりに際し、住宅や
農業、福祉といった単一の分野ではなく、居住と農業、居住と福祉、それらにコミュニティという地域という居
住を核にした計画・地域づくりの展開の必要性。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 研究代表者は、2015年現在、社会と学術と計画のパラダイムの転換期に直面しており、生活
空間の形成・創造を本質的な、目標とする計画学（政策、設計、計画、社会運営を専門領域と
する）の在り方が問われると考えている。その際キーとなるのが、日本学術会議が 21 世紀の
科学として提起した「設計科学」という新たな科学とサステイナブル社会、計画の捉え方であ
る。この課題に対して、研究代表者は、居住を核に、環境と社会と文化の持続性をも総合的に
捉える視点を示し、持続発展型の地域計画理論、集落発展型の震災復興計画論の構築を目指し
て研究を進めてきた。幸いにも近年の研究成果は、2015年日本建築学会賞（論文）の受賞に繋
がっている。 
 研究代表者の学会賞論文は、過疎地域の震災と位置付けられている 2007 年能登半島地震の
被災集落を対象とした復興集落研究が中心である。この論文は集落研究・復興プロセスの解明
という原論的、実証研究と、復興計画の評価という計画・政策研究を結び付けた点が特徴で、
集落復興の原動力が「イエと集落の存続、居住・人間関係の継続」にみられる「集落と居住の
持続性の論理」「ルーラル・サステイナビリティの論理」に起因していること、集落の伝統的な
社会・空間構造を継承した集落発展型の復興まちづくりが成果を納めていることを論証した。
この研究は、震災直後の 2007年から 2011年の調査をベースに、復興・復旧に一定の目途がた
ち行政の震災復興対策本部が解散するまでの時期を対象としていた。 
 今回の研究は、その後の展開に注目したものである。震災後、どうして過疎集落への転入者
が増えたのか、震災復興期のあと、被災地域はどうなったのか、まちづくり、地域づくりはど
うなったかのか、それを知って、震災と計画と研究の検証を行うことが、さらに重要な課題で
あると現時点では強く感じている。これが素直な研究の動機になっている。 
 一方、まちづくり・地域づくりに目を向けると、農村計画の内容、農村地域づくりの内容は、
時代とともに変化している。その転換期はいつか、転換した内容は何かが重要である。震災復
興は明らかに転換の契機であり、農村計画は大きく変容している。それは計画のパラダイム転
換と呼びうる大きな変化である。本研究では、震災復興がひと段落したあとに注目している。 
従来の事業の導入、推進に対応する農村計画は、一過的であった。一過性の農村計画の時代は
終わり、今後は、震災復興後の事業導入を目的とした（一過的な）復興まちづくりが、如何に
継続・発展し、総合的で持続的な地域づくりへと継承・発展していくかが大きな課題であると
研究代表者は考えている。本研究では、その論理を探求し、農村計画のアイデンティティとパ
ラダイム転換を意識した新たな計画学の研究フレームの構築を目指している。 
 能登、中越の復興集落調査で、復興の地元リーダーから「この集落の復興は、次世代の地域
づくりの担い手にバトンタッチできたので終わった」という言葉を聞いた。また次世代のリー
ダーからは「復興期のまちづくりは行政・コンサルタント・専門家が描き、事業を推進したが、
いまは自分たちみんなで未来を描きたい。やりたいことはいっぱいある。」という言葉も印象的
だった。 
 ここで注目したいのは、リーダーの世代交代（10歳から 20歳の若返り）と地域づくりの質、
内容の変化である。研究代表者はこの言葉の中に、震災復興から、より総合的な地域づくりへ
の「進化」がみられる点に注目した。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、地域と居住の持続性、地域づくりの持続性という視点から、研究代表者が 30 年
前から継続して調査を行なっている過疎集落、歴史的集落に加え、被災地を対象に、居住、地
域の持続性という分析のフィルターを通じて研究を進める。被災地区については、被災後の時
間の経過を意識して、地域と計画の変化、持続性について検討し、特に地域づくりの持続性に
関連して、農村集落に内在する居住と地域の持続性、イエとコミュニティ、住宅と土地利用の
論理を明確にし、新たな計画学を展望する。 
 
３．研究の方法 
 以下の４つの対象について以下の視点を持って調査、研究を進めた。 
(1)能登半島地震被災地・過疎集落：石川県輪島市門前町道下集落 
 震災後 10 年間の地域における復興後の次の段階（ポスト震災復興）の地域づくりに関する動
きとして以下の観点について研究を進める。 
・震災後の地域と連携した空地活用 
・農業後継者・転入者と農業の維持 
・復興公営住宅、震災後の新規分譲地の居住者と地域との関わり 
 
(2)能登半島地震被災地：輪島市及び輪島カブーレ 
 震災後の居住と福祉、コミュニティの関係、地域創生に焦点を当てて研究を進める。 
・震災後の輪島市における住宅行政、福祉行政の把握 
・社会福祉法人「仏子園」の活動に関する現地調査 
・特に輪島市に現在展開している輪島カブーレのサ高住「新橋邸」について居住者特性と地域
との関係 
 



(3)過疎集落、歴史的地区（伝建地区）として徳島県美馬市脇町 
 研究代表者らが徳島県美馬市脇町において計画した1985年にHOPE計画の30年後の地域変容
の実態を明らかにする。 
・HOPE 計画策定時の統計情報（住民基本台帳、国勢調査、農業センサス）、住宅・集落調査資
料（図面、地図、写真、ヒアリング情報）の整理 
・加えて、近年の行政資料・統計資料の収集 
・1985 年計画策定担当者、現在の美馬市関連部署（移住・定住、ふるさと振興、農林、建設、
企画他）へのヒアリング調査 
・山地部、台地部、低地部、中心市街地ごとの地域特性の把握と脇町の地域構造 
・西上野地区における詳細な地域変容の把握：1984 年と 2014 年の住宅地図の比較、現地踏査 
・世代交代・親子関係、住宅形式に着目した住宅調査・住民へのヒアリング 
 
(4)阪神淡路大震災被災地として神戸市のまちづくり協議会 
 神戸市における阪神淡路大震災を経て 20年以上経つ現在のまちづくりに関して、まちづくり
協議会を対象に、まちづくりの持続性について研究を進めた。また、神戸市の農村部（北区西
区）の里づくり計画に関してもその計画の評価を行う。 
・まちづくり組織に関する情報収集とまちづくり協議会のリスト作成 
・まちづくり協議会の活動の変遷と地域組織との関係・連携 
・まちづくり協議会を担う人材の世代交代 
 
４．研究成果 
 本研究は、地方、農村の地域と計画の持続性に関する研究である。この研究では、「地域」を
集落や都市の集住体、「計画」を地域計画・政策、地域づくり、建築・環境デザインと捉え、研
究を進めた。具体的には、(1)能登半島地震被災地・過疎集落として石川県輪島市門前町道下集
落、(2)能登半島地震被災地として輪島市及び輪島カブーレ、(3)過疎集落、歴史的地区（伝建
地区）として徳島県美馬市脇町、(4)阪神淡路大震災被災地として神戸市のまちづくり協議会、、
を対象として研究を行った。それぞれについての成果を下記に述べる。 
 
(1)能登半島地震被災地・過疎集落：道下集落、輪島市・輪島カブーレ 
 最大の被災地である道下集落において、被災後約 10年の変化の実態から、集落と居住の持続
性に関して、地域を巻き込んで震災後に継続的に行われている空地活用、農業後継者の Uター
ンと農業企業の持続・発展、新規分譲地への周辺集落からの農業者の転入、親と子の関係と農
村居住福祉の重層性の実態を確認できた。公営住宅・新規住宅の実態を把握し、地域社会の維
持に果たす役割に着目して、居住者の特徴を明らかにした。また、震災後、地域外から Uター
ンした居住者に注目して、家族と住居の関係について考察した。震災後の農業に関しては、後
継者の Uターンの公営住宅への入居及び母村との関係を維持し続けている周辺集落からの移住
者の新規分譲地への転入という居住の確保と関連して農業が維持・持続していることがわかっ
た。 
 
(2)能登半島地震被災地：輪島市・輪島カブーレ 
 居住と福祉、コミュニティの関係に空いて、「ごちゃまぜ」をコンセプトとする社会福祉法人
仏子園の「輪島カブーレ」を対象に、その実態と特徴について調査・分析した。輪島市河井地
区に 2017 年 11 月にオープンしたサービス付き高齢者住宅「新橋邸宅」居住者を対象に、住居
と福祉施設、家族と地域の関係に着目して、(1)居住者の来住動機、(2)居住者の家族・地域と
の関係、(3)輪島カブーレとの関連について考察した。親族や友人などを介して地域との関わり
を維持しつつ、居住と福祉が確保されていることがわかった。 
 
(3)過疎集落、歴史的地区（伝建地区）：徳島県美馬市脇町 
 研究代表者らが 1985 年に HOPE 計画を計画した徳島県美馬市脇町を対象に、そこで提案した
「田園環境の保全的整備計画」「地域定住サイクル」の視点から、地域の持続性について、その
30 年後の地域変容の実態を分析・考察した。「田園環境の保全的整備計画」に関しては、概ね
計画時の想定通りの変容であったが、幹線道路の開発という外的要因による変化が想定外であ
った。「地域定住サイクル」に関しては、平地部・台地部の子世帯が山地部の親世帯を支える関
係、福祉施設を介した関係など、計画策定時には想定しなかった新たな定住サイクルが見られ
た。 
 
(4)阪神淡路大震災被災地のまちづくり 
 阪神淡路大震災被災地のまちづくりについて、まちづくり協議会による復興まちづくりを推
進した神戸市を研究対象に、まちづくり組織に関する情報を収集しまちづくり協議会のリスト
を作成した。そのまちづくり協議会の活動の変遷と自治会との関係、世代交代に着目して、そ
の発展・継続に必要な要因を明らかにした。復興まちづくり協議会の活動・組織の持続性に関
わる転換として、復興まちづくり協議会自体の活動の発展、他の地域組織との連携、世代交代
があることを指摘した。 



 また、神戸市近郊の市街化調整区域にある農村集落を対象とした、1996 年制定の神戸市人と
自然との共生ゾーンの条例に基づく里づくり計画の展開とその評価、特徴について把握した。
それは、初期のハード面の整備・開発の計画から、中期の景観形成、都市農村交流の計画へ、
近年の後期はハード面の計画がなくなり防災や伝統文化、移住定住促進の計画へとその計画内
容が変化していることを整理した。 
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